


な混乱を生じさせることは明らかである。 

さらに、今後収受日付印の押なつを取りやめることとなった場合、行政側は納税者が紙媒

体で提出した申告書等すべてについて、その「提出事実」はもちろん、「提出時期」までを

も含めた一切の記録漏れを生じさせない厳格な運営が求められる。勿論、記録漏れがあって

はならないことは言うまでもないが、万一、行政側の遺漏があると疑われる場合においても、

提出時期のみならず、提出事実すら証する控えを持ち合わせてない納税者は、遺漏事実を立

証することも困難となり、極めて弱い立場に立たされることが想定される。 

以上のことから、収受日付印の押なつ取りやめについてはデジタル化に資する以前の問

題であり、一定数の紙媒体が残る現状では、まずは紙媒体での申告書等の提出先を一元化し

て効率化を図るなど、現行の運用方法を再検証し、改善させることが先決であり（各国税局

に設置されている事務センターのさらなる効率化など）、収受日付印の押なつについては、

当面の間継続するよう強く要望する。 

また、デジタル化を進めるという観点では、紙媒体での申告書等の提出が「段階的に」縮

小できるよう、納税者のデジタル機器の利用方法や活用状況などを注視しつつ、納税者に無

用な混乱を生じさせぬよう、我が国のデジタル社会の成熟度にあわせて申告書等の提出が

簡便にできる仕組み（例えば現状考えられる方法として、紙の申告書等を撮影した画像デー

タを各人のスマートフォンから添付形式で送信できる仕組みなど）を構築することが、納税

者の利便性の向上に資するデジタル社会の実現に適うものであると考える。 

以上 


